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はじめに
　世界経済は2008年９月のリーマンショックを機に停滞が続いている。長岡市においても生産は落ち込み、雇用は
一向に回復しない状態にある。このような短期的な変動を把握して適切な対策を行っていくことはもちろん重要で
はあるが、長期的な流れの中で長岡市の今後の方向性を考えていくことも重要である。
　マクロ的な長岡市の将来像を描くには、従来は地域計量モデルを構築し予測するしかなく、地域が市域という点
から詳細なデータが得られにくく、また計量モデルであるため詳細な産業区分を採用してモデルを構築することは
事実上不可能に近かった。幸いにして、長岡市では平成20年度に県内では初となる市町村レベルでの「産業連関表（100
部門：平成12年表）」を作成した（21年度の補足調査を実施して改訂）。それにより、細かい産業の特徴を捉えるこ
とが可能となった。
　本稿では、簡易の長岡市計量経済モデルを構築し、それと長岡市産業連関表を連結することにより長岡市の産業
別の将来動向を検討する。
Ⅰ．長岡市モデルの基本構成
　長岡市モデルは、人口や市内総生産、市内総支出の各項目を予測するコンパクトな地域計量経済モデルと、その
予測結果を受けて産業別生産額を推計する産業連関モデルから構成される（図表Ⅰ－２参照）。なお、長岡市計量経
済モデルの変数一覧は、図表Ⅰ－１を参照されたい。
　また、本稿で対象とする長岡市の範囲は三度にわたる合併後の長岡市であり、旧市町村で言えば、長岡市、栃尾市、
中之島町、越路町、三島町、与板町、和島村、山古志村、
川口町、小国町、寺泊町の11市町村である。
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図表Ⅰ－１　長岡市計量経済モデルの変数一覧
変数記号 変　数　名 単位 変数種類
TIME 西暦年度 西暦 外生変数
GDP 国内総生産 十億円 外生変数
POP 新潟県人口 千人 外生変数
NN 人口 千人 内生変数
EE 従業者数 千人 内生変数
YY 市内総生産 百万円 内生変数
YD 市民分配所得 百万円 内生変数
CP 民間最終消費支出 百万円 内生変数
CG 政府最終消費支出 百万円 内生変数
IP 民間総固定資本形成 百万円 内生変数
IG 政府総固定資本形成 百万円 外生変数
II 在庫品増加 百万円 外生変数
EX 輸移出 百万円 内生変数
IM 輸移入 百万円 内生変数
Dn ダミー：ｎ年＝１，それ以外＝０ 外生変数
Dnｍ ダミー：ｎ～ｍ年＝１，それ以外＝０ 外生変数
注１）価格は平成12暦年価格（連鎖方式）
注２）ダミー変数の年度は西暦年下２桁で表示してある
図表Ⅰ－２　長岡市モデルの基本構成
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Ⅱ．長岡市計量経済モデル
１．データの整備
　本モデルの基礎データは「新潟県　市町村民経済計算」に基づいているが、市町村民経済計算では市内総支出項
目（産業連関表でいうところの最終需要項目）は作成されていない。本研究の目的は、長岡市産業連関表と連結す
ることにより長岡市の将来の産業構造を把握することにあるため、市内総支出項目を作成する必要がある。そこで、
次のような手順でデータを整備した。
①　市内総生産は統計数値（名目）を用い、県内総生産インプリシット・デフレーターで実質化した。
②　 県内総生産（実質：連鎖方式）は、統計データをそのまま使用した。県内総支出にはかなり大きな統計上の不
突合が含まれているため、不突合を除く項目別県内総生産（名目）の構成比で、県内総生産を按分して項目別
県内総支出の暫定値を算定した。
③　長岡市の項目別市内総支出は以下の方法で推計した。
　　•　民間最終消費支出＝市民所得（実質）／県民所得（実質）×新潟県の民間最終消費支出の暫定値
　　•　政府最終消費支出＝長岡市の人口／新潟県の人口×新潟県の政府最終消費支出の暫定値
　　•　民間総固定資本形成＝市内総生産／県内総生産×新潟県の民間総資本形成の暫定値
　　•　政府総固定資本形成＝長岡市の人口／新潟県の人口×新潟県の政府総固定資本形成の暫定値
　　•　在庫品増加＝市内総生産／県内総生産×新潟県の在庫品増加の暫定値
　　•　輸移出＝長岡市産業連関表の輸移出／新潟県産業連関表の輸移出×新潟県の輸移出の暫定値
　　•　輸移入＝長岡市産業連関表の輸移入／新潟県産業連関表の輸移入×新潟県の輸移入の暫定値
　　　　　（注）長岡市の産業連関表は平成12年表のみのため、輸移入および輸移出の変換係数は各年一定である。
④　 ③で求めた長岡市の項目別市内総支出の合計値は当然のことながら①の市内総生産とは一致しない。そこで、
項目別構成比で市内総生産を按分して確定値とした。
２．長岡市計量経済モデル
　長岡市計量経済モデルは、国内総生産、新潟県人口等を外生変数とし、長岡市の人口、従業者数、市内総生産、
および市内総支出の各項目を予測する非常にコンパクトなモデルである。各モデルとも、観測期間は1986年から
2007年までの22年間であり、推定期間は１期ラグを用いている関係で、1987年から2007年の21サンプルである。推
定法は通常の最小二乗法（ＯＬＳ）を用いた。長岡市計量経済モデルは、以下のとおりである。変数の下付き添え
字－1は前期を表す。推定式の係数下の＜　＞内はｔ値である。また、各推定式の下のRRは決定係数、RRBは自由
度修正済み決定係数、SDは方程式の標準誤差、DWはダービン・ワトソン統計量、DFは自由度、MAPEは平均絶対
誤差率である。
　以下、各地域のモデルの基本的考え方を紹介する。
　人口（NN）は、トレンドを示す前期人口（NN－1）、県人口（POP）に対するシェアに加え、就業機会の増加を示
す従業者数（EE）の増分と政府総固定資本形成（IG）を用いて推定した。2004年10月に中越地震が起こったため、
人口に関しても転居等により減少したことが予想されダミー変数で処理をした。以下、ダミー変数D0405、D0506な
どは中越地震の影響と考えられる。従業者数（EE）は労働供給を示す人口（NN）と労働需要を示す市内総生産（YY）
の需給均衡型モデルで推定した。市内総生産（YY）は生産要素である従業者数（EE）を基本変数として推定し、わ
が国全体の景気動向を示す国内総生産（GDP）をシフト変数として導入した。市民分配所得（YD）は所得の源泉で
ある市内総生産（YY）を説明変数とした。民間最終消費支出（CP）は、人口１人当たりの形でのブラウン型習慣形
成モデルを採用した。すなわち、１人当たりの民間消費支出（CP/NN）をその前期値と１人当たりの市民分配所得
（YD/NN）で説明した。政府最終消費支出（CG）はトレンドを示す前期値と行政需要量を決定する人口（NN）を用
いて推定した。民間総固定資本形成（IP）は投資需要を引き起こす市内総生産（YY）と人口（NN）および従業者
数（EE）の増分を用いて推定した。輸移出（EX）は移出先であるわが国の経済状態を示す国内総生産（GDP）と長
岡市を除く県内人口（POP－NN）を用いて推定した。輸移入（IM）は輸移入需要を決定する要因である市内総生産
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（YY）と人口（NN）を用いて推定した。なお、市内総支出項目を個々に推定しているため、その合計は市内総生産
とは一致しない。本来ならば需給ギャップ関数を作成して需給均衡を図るべきであるが、簡易モデルということも
あり、外生変数である政府総固定資本形成と在庫品増加を除いた市内総生産を、民間最終消費支出、政府最終消費
支出、民間総固定資本形成、輸移出、輸移入の構成比で按分した。
長岡市計量経済モデル一覧
NN = 11.270326 ＋0.67607409＊（NN）－1  ＋3.298D－02＊（POP） ＋.13309665＊（EE－（EE）－1） ＋1.726D－05＊（IG）  
         < 0.352>    < 3.639>                  < 2.981>                     < 1.109>                          < 1.902>
         －.48933501＊（D0405 ）  
         < －1.135>
               RR=0.9708  RRB=0.9610  SD= .43750091   DW=2.735  DF= 15  MAPE=  0.10
EE = －224.44665 ＋1.2749791＊（NN） ＋1.237D－05＊（YY）－1　＋1.3372042＊（D9293） －3.7913243＊（D0003）
         < －9.795>   < 16.413>             < 10.302>                     < 2.377>                < －8.719>
         －3.4093078＊（D04）  
         < －4.371>
               RR=0.9619  RRB=0.9492  SD= .74115590   DW=1.519  DF= 15  MAPE=  0.33
Lｎ（YY）= 6.5621071 ＋1.1722481＊L（EE） ＋2.776D－06＊（GDP） －2.686D－02＊（D97） ＋4.673D－02＊（D0506） 
               < 7.376>   < 6.618>                  < 33.488>                < －1.685>                  < 3.759>
               RR=0.9910  RRB=0.9888  SD= 1.431D－02   DW=1.675  DF= 16  MAPE=  0.08
YY=EXP（Lｎ（YY）） 
YD = 172504.45 ＋.60733224＊（YY） ＋22247.346＊（D97） －17769.244＊（D0405）
         < 7.759>  < 28.532>                < 1.810>                < －1.847>
               RR=0.9820  RRB=0.9788  SD= 11914.316   DW=1.554  DF= 17  MAPE=  1.01
CP/NN = 20.414114 ＋.77606213＊（CP/NN）－1 ＋.14514922＊（YD/NN） －47.485172＊（D97） ＋68.149349＊（D0405） 
             < 0.149>    < 5.750>                       < 1.195>                     < －1.010>                < 1.923>
               RR=0.9750  RRB=0.9688  SD= 44.431119   DW=2.211  DF= 16  MAPE=  1.80
CP = （CP/NN）＊NN 
CG = －151370.33 ＋.97973244＊（CG）－1 ＋549.10707＊（NN）－1 ＋4861.8249＊（D0405）
         < －1.246>   < 45.527>                 < 1.323>                  < 1.737>
               RR=0.9935  RRB=0.9924  SD= 3385.9408   DW=1.859  DF= 17  MAPE=  1.41
IP = －387069.05 ＋.16026233＊（YY）－1 ＋.42123769＊（YY－（YY）－1） ＋1396.0942＊（NN）－1 
        < －1.274>    < 7.910>                 < 6.972>                             < 1.397>
         ＋7266.7894＊（EE－（EE）－1） －13217.549＊（D8788） －32295.295＊（D0203） －41300.884＊（D0405）  
         < 4.871>                             < －1.632>                 < －6.228>                 < －6.520>
               RR=0.9513  RRB=0.9251  SD= 6356.8157   DW=1.993  DF= 13  MAPE=  2.20
EX = －1334431.2 ＋1.9387400＊（GDP） ＋455.06970＊（POP－NN） －20010.377＊（D9394） ＋35169.046＊（D0506）
         < －4.111>    < 31.906>                 < 3.237>                      < －3.010>                   < 4.287>
               RR=0.9917  RRB=0.9896  SD= 8752.1923   DW=2.727  DF= 16  MAPE=  1.05
IM = －1935022.3 ＋.57313428＊（YY） ＋6369.3140＊（NN） －59662.143＊（D9394） ＋26998.747＊（D0102） 
         < －5.244>   < 28.947>              < 5.114>               < －6.748>                   <  3.078>
               RR=0.9832  RRB=0.9790  SD= 11572.943   DW=1.805  DF= 16  MAPE=  1.33
　長岡市計量経済モデルの適合結果を確認するため、推定期間（1987 ～ 2007）の全期間にわたってファイナル・テ
ストを行った。ファイナル・テスト結果一覧をみると、民間総固定資本形成の相関係数およびＭＡＰＥが若干悪いが、
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対象地域が小地域であり変化が激しいことを考
慮すると、全体の動きをトレースすることは、
ほぼできていると判断し将来予測を実施するこ
とにした。
３．長岡市のマクロ経済の将来予測
　ファイナル・テストを実施した結果、長岡市計量経済モデルの適合性は十分にあると判断できるため、本モデル
を用いて計算した長岡市経済の2020年までの条件付き予測結果をまとめる。
（1） 外生変数の想定
　長岡市計量経済モデルの外生変数は、西暦年度（TIME）、国内総生産（GDP）、新潟県人口（POP）、政府総固定
資本形成（IG）、在庫品増加（II）、ダミー変数である。このうち、想定が必要な変数はGDP、POP、IG、IIである。
以下、その考え方を整理しておく。なお、ダミー変数の将来値は全てゼロとした。
①　 国内総生産（GDP）：2010年６月18日に閣議決定された『新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ』では
2020年度まで平均で実質経済成長率２％以上を目指すとされているため、それをもとに年平均２％の成長を想
定した。
②　 新潟県人口（POP）：『日本の都道府県別将来推計人口（平成19年５月推計）』（国立社会保障・人口問題研究所）
の新潟県の2015年、2020年推計値を用いた。なお、中間年は線形で補間した。
③　政府総固定資本形成（IG）：2007年の実績値で2008年以降固定した。
④　在庫品増加（II）：観測期間（1986年～ 2007年）の平均値で2008年以降固定した。
（2） シミュレーション結果
　長岡市計量経済モデルを用いて将来予測を実施した結果は図表Ⅰ－４および図表Ⅰ－５のとおりである。以下、
主要な変数である人口、従業者数、市内総生産、市民分配所得について簡単にコメントをしておく。
　長岡市の人口は、2005年現在288.5千人であるが2020年には264.9千人と、この間年平均－0.6％の減少となる。従業
者数は、2005年には157.5千人であったが2020年には133.2千人と大幅な減少が予想される結果となった。就業率でみ
ると、1990年から2020年までの５年ごとに54.3％、55.6％、54.3％、54.6％、53.5％、52.1％、50.3％と推移していくこ
となる。
　市内総生産は2005年の1,261,636百万円が2020年には1,651,069百万円と15年間の年平均成長率は1.8％であり国内総
生産の伸び（年率2.0％と想定）を下回る。ただし、これは2005年度の長岡市の市内総生産が復興景気により高かっ
たための低水準である。2005年から2020年までの５年ごとの年平均成長率は1.0％、2.2％、2.2％と2010年以降は国内
総生産の想定値を上回っている。市民分配所得は2005年の918,328百万円が2020年には1,175,252百万円と、この間年
平均1.7％で成長する。人口１人当たりの市民分配所得は、1990年の2,520千円が、2005年には3,184千円まで上昇し、
変数記号 相関係数 MAPE（%） 変数記号 相関係数 MAPE（%）
NN 0.980 0.10 CG 0.996 1.83 
EE 0.955 0.45 IP 0.823 6.77 
YY 0.992 1.38 EX 0.996 1.04 
YD 0.984 1.33 IM 0.983 2.27 
CP 0.987 1.83 
図表Ⅰ－３　ファイナル・テスト結果一覧
図表Ⅰ－４　各変数の推移（1990 ～ 2005年度は実績値、2010年度～ 2020年度は予測値）
TIME 西暦 1990年度 1995年度 2000年度 2005年度 2010年度 2015年度 2020年度
GDP 十億円 453,604 483,023 505,622 540,025 596,860 658,982 727,569 
POP 千人 2,474.6 2,488.4 2,475.7 2,431.5 2,366.0 2,286.0 2,193.0 
NN 千人 290.9 293.3 292.9 288.5 281.7 273.9 264.9 
EE 千人 158.0 163.0 158.9 157.5 150.9 142.7 133.2 
YY 百万円 929,448 1,049,887 1,092,959 1,261,636 1,328,721 1,478,977 1,651,069 
YD 百万円 733,094 822,021 835,062 918,328 979,479 1,070,735 1,175,252 
CP 百万円 433,824 499,013 526,378 620,209 640,069 711,752 811,144 
CG 百万円 136,664 168,055 194,214 235,755 240,635 234,556 207,051 
IP 百万円 195,660 198,397 182,787 208,456 221,131 244,941 273,945 
IG 百万円 72,617 120,467 104,372 93,827 69,201 69,201 69,201 
II 百万円 8,022 7,540 4,545 3,155 4,822 4,822 4,822 
EX 百万円 539,261 605,988 648,757 724,745 784,596 910,541 1,064,186 
IM 百万円 456,600 549,574 568,094 624,511 631,733 696,837 779,279 
注）価格は平成 12 暦年価格（連鎖方式）
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2020年には4,437千円まで順調に伸びていく結果となっている。
Ⅲ．長岡市産業別市内生産額の推計
１．長岡市計量経済モデルと産業連関システムの連結に関して
（1） 利用可能な産業連関表
　現在入手できる産業連関表（ＩＯ表）は、新潟県表では1990年表、1995年表、2000年表、2005年表である。また、
長岡市産業連関表は2000年表しか作成されていない。
　部門数については2000年表までは32部門表が利用できるが、新潟県の2005年表は対応する部門表が34部門となっ
ている。そこで2005年の新潟県の171部門表をもとに32部門表に組み替えた。
（2） 新潟県部門別項目別最終需要の将来想定
　産業連関表を用いた市内誘発生産額の計算は、周知のように、①式のように定式化できる。
　　　　Ｘ ＝〔Ｉ－（Ｉ－Ｍˆ）Ａ〕
－１〔（Ｉ－Ｍˆ）Ｙ＋Ｅ〕           ①式
　　　　　　　 Ｘ：市内生産額　　Ｉ：単位行列　　　　Ｍˆ：輸移入係数
　　　　　　　 Ａ：投入係数　　　Ｙ：国内最終需要　　Ｅ  ：輸移出
　産業別市内生産誘発額を求めるためには、産業別の国内最終需要と輸移出を与えることが必要になる。
　新潟県の2010年、2015年、2020年の部門別項目別最終需要については、2000年から2005年の年平均成長率を用い
て将来値を想定した。ただし、1990年から2005年の推移からみて異常と思われる部門別項目別最終需要については
1990年ないしは1995年～ 2005年の年平均成長率を用いたところもある。また、在庫純増の動きについては非常に不
安定であるので2005年値で固定し、分類不明部門についても同様の扱いをした。
（3） 長岡市部門別項目別最終需要の想定
　長岡市の産業連関表は2000年表しか作成されていないため、部門別（産業別）の市内生産額を求めるためには部
門別項目別最終需要を何らかの方法で想定する必要がある。実際には基準となる2000年値（長岡市産業連関表と新
潟県産業連関表が共に利用可能）でも、産業連関表の値と県民経済計算や市町村民経済計算の値は一致していない。
　そこで、以下の方法で長岡市の部門別項目別最終需要を想定した。なお、ｔ年には、1990年、1995年、2005年、2010年、
2015年、2020年が対応する。
①　長岡市のｔ年の項目別最終需要の内生部門計の算定（確定値）
　　（ア）家計外消費支出：
　　　　　　ｔ年長岡市ＩＯ値＝ｔ年新潟県ＩＯ値／ 2000年新潟県ＩＯ値×2000年長岡市ＩＯ値
図表Ⅰ－５　各変数の年平均成長率の推移
（％）
90－95年度 95－00年度 00－05年度 05－10年度 10－15年度 15－20年度 05－20年度
GDP 1.3 0.9 1.3 2.0 2.0 2.0 2.0 
POP 0.1 －0.1 －0.4 －0.5 －0.7 －0.8 －0.7 
NN 0.2 －0.0 －0.3 －0.5 －0.6 －0.7 －0.6 
EE 0.6 －0.5 －0.2 －0.9 －1.1 －1.4 －1.1 
YY 2.5 0.8 2.9 1.0 2.2 2.2 1.8 
YD 2.3 0.3 1.9 1.3 1.8 1.9 1.7 
CP 2.8 1.1 3.3 0.6 2.1 2.6 1.8 
CG 4.2 2.9 4.0 0.4 －0.5 －2.5 －0.9 
IP 0.3 －1.6 2.7 1.2 2.1 2.3 1.8 
IG 10.7 －2.8 －2.1 －5.9 0.0 0.0 －2.0 
II －1.2 －9.6 －7.0 8.8 0.0 0.0 2.9 
EX 2.4 1.4 2.2 1.6 3.0 3.2 2.6 
IM 3.8 0.7 1.9 0.2 2.0 2.3 1.5 
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　　（イ） 民間最終消費支出、一般政府消費支出、市内総固定資本形成（公的）、市内総固定資本形成（民間）、輸移出、
輸移入：
　　　　　　ｔ年長岡市ＩＯ値＝ｔ年長岡市モデル値／ 2000年長岡市モデル値×2000年長岡市ＩＯ値
　　（ウ）在庫純増：
　　　　　　ｔ年モデル値を採用（1190年～ 2005年＝実績値、2010年～ 2020年＝外生変数による想定値）
②　長岡市のｔ年の項目別最終需要の部門別１次値の算定（各最終需要項目共通）
　　　　　　ｔ年長岡市ＩＯ値＝2000年長岡市ＩＯ値／ 2000年新潟県ＩＯ値×ｔ年新潟県ＩＯ値
③　長岡市のｔ年の項目別最終需要の部門別確定値の算定（各最終需要項目共通）
　　　　　　①で求めた内生部門計の確定値を、②で求めた部門別１次値の構成比で按分して決定。
２．長岡市産業別市内生産額の将来推計結果
　上述の部門別項目別最終需要をもとに、市内生産額を推計した結果は、図表Ⅱ－１、図表Ⅱ－２、図表Ⅱ－３の
通りである。なお、市内生産額の計算に用いた逆行列係数は2000年の長岡市のそれである。
　市内生産額の推移をみると、2005年の2,358,187百万円が2010年には2,455,196百万円（この５年間の年平均成長率は
0.8％）、2015年には2,731,167百万円（同、2.2％）、2020年には3,050,752百万円（同、2.2％）となっている。当然の結
果ではあるが、市内総生産とほぼ同様の伸びを示している。
　2020年の産業別（部門別）構成比をみると、「20 商業」がもっとも高く12.4％で、「12 一般機械」が8.1％で続いている。
以下、「22 不動産」（7.9％）、「29 対事業所サービス」（6.1％）、「30 対個人サービス」（6.1％）、「13 電気機械」（5.6％）、
「17 建設」（5.5％）となっている。
　1990年から2020年の長期で年平均成長率をみると、「14 輸送用機械」が最も高く7.2％で、以下「09 鉄鋼」（5.5％）、「10 
非鉄金属」（3.8％）、「02 鉱業」（3.7％）、「28　その他の公共サービス」（3.5％）、「22 不動産」（3.2％）、「15 精密機械」
図表Ⅱ－１　産業別市内生産額の推移
（名目：百万円）
ｺｰﾄﾞ 部門名 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年
01 農林水産業 31,127 36,198 31,662 35,589 37,969 42,597 47,258 
02 鉱業 18,064 26,090 31,197 36,353 40,262 46,893 54,165 
03 食料品 80,136 102,910 100,833 108,040 108,600 113,992 117,687 
04 繊維製品 54,782 51,096 42,170 25,472 14,754 9,198 5,961 
05 パルプ・紙・木製品 40,041 43,944 43,672 45,895 45,171 46,807 47,814 
06 化学製品 7,327 8,185 10,446 10,510 10,015 9,929 9,635 
07 石油・石炭製品 6,542 7,105 2,009 3,532 3,972 4,890 6,216 
08 窯業・土石製品 11,898 12,457 12,002 12,047 11,219 11,253 11,232 
09 鉄鋼 20,418 18,994 20,593 31,256 45,159 68,122 100,813 
10 非鉄金属 1,348 1,446 1,204 1,683 2,228 3,070 4,142 
11 金属製品 52,480 53,927 52,911 53,328 50,326 50,062 49,164 
12 一般機械 116,758 102,730 113,062 141,636 166,863 204,564 246,642 
13 電気機械 75,009 99,809 129,748 142,941 149,131 161,930 172,182 
14 輸送機械 4,914 6,624 6,744 10,745 16,205 25,508 39,395 
15 精密機械 60,106 63,919 76,228 92,851 107,064 128,418 150,772 
16 その他の製造工業製品 31,362 35,783 37,942 39,619 39,191 40,789 41,985 
17 建設 215,518 244,730 210,245 206,199 176,465 172,153 167,619 
18 電力・ガス・熱供給 33,968 44,687 47,003 47,719 45,452 46,052 47,019 
19 水道・廃棄物処理 12,675 13,942 13,541 16,599 18,514 22,208 27,214 
20 商業 177,186 225,762 237,328 275,301 293,505 332,504 377,809 
21 金融・保険 54,556 66,161 77,981 92,769 99,712 114,615 132,742 
22 不動産 92,857 128,279 152,470 184,581 193,936 216,102 241,696 
23 運輸 63,179 74,388 74,059 85,732 93,555 112,628 139,987 
24 通信・放送 28,682 33,546 42,116 49,408 52,151 58,849 66,873 
25 公務 60,565 50,995 74,435 88,080 88,054 84,359 73,800 
26 教育・研究 131,200 129,711 76,128 106,059 102,168 103,101 104,099 
27 医療・保健・社会保障・介護 65,602 83,684 111,606 119,681 132,447 144,684 149,979 
28 その他の公共サービス 8,875 9,750 8,497 11,860 14,524 19,026 25,162 
29 対事業所サービス 85,290 108,171 133,505 148,527 152,436 168,267 187,515 
30 対個人サービス 85,928 107,524 104,210 120,688 130,002 152,713 186,213 
31 事務用品 3,153 3,626 3,717 4,279 4,489 5,001 5,591 
32 分類不明 6,783 8,309 7,965 9,210 9,657 10,885 12,371 
市内生産額合計 1,738,326 2,004,482 2,087,229 2,358,187 2,455,196 2,731,167 3,050,752 
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（3.1％）、「21 金融・保険」（3.0％）となっている。なお、将来の部門別項目別最終需要の想定が2000年から2005年の
成長率をもとに想定しているので、このような結果になっていることも想像でき、推計結果自体は参考値の域をで
るものではない点に注意されたい。
おわりに
　簡易の長岡市計量経済モデルを構築し、昨年度作成した2000年長岡市産業連関表と連結することによって、長岡
市の32産業部門別市内生産額を推計した。基礎データの整備が進んでおらず、結果は想定方法に大きく依存したも
のになっていることは否めないが、このような簡易な手法を通してもかなり詳細な分析が可能なことは明らかとな
った。その意味で試行的な研究であるが意味のあるものではないかと思っている。
　本稿では将来予測という点でかなり無理な面もあるが、過去の実態を捉える方向での研究は意味のあるものと思
われる。現在長岡市の2005年の産業連関表を作成中であるが、これが完成すればもう少し精度の高い分析が可能に
なるのではないかと考えている。
　今後の課題は多いが、以下の２点をあげて本稿の終わりとしたい。一つ目は長岡市計量経済モデルの改良である。
市内総生産が決定的な役割を果たすモデルとなってしまっているので、この点の改良が望まれる。また、変数も少
なくより多くの経済指標も取り込むことが必要とも考えている。もう一点は産業連関表の早期作成である。現在は
県の産業連関表をもとに長岡市の産業連関表を作成しているが、そうすると５年遅れとなってしまう。簡易表でも
良いので早期に作成する方法を今後検討したいと考えている。
図表Ⅱ－２　産業別市内生産額の推移（構成比）
（％）
ｺｰﾄﾞ 部門名 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年
01 農林水産業 1.8 1.8 1.5 1.5 1.5 1.6 1.5 
02 鉱業 1.0 1.3 1.5 1.5 1.6 1.7 1.8 
03 食料品 4.6 5.1 4.8 4.6 4.4 4.2 3.9 
04 繊維製品 3.2 2.5 2.0 1.1 0.6 0.3 0.2 
05 パルプ・紙・木製品 2.3 2.2 2.1 1.9 1.8 1.7 1.6 
06 化学製品 0.4 0.4 0.5 0.4 0.4 0.4 0.3 
07 石油・石炭製品 0.4 0.4 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 
08 窯業・土石製品 0.7 0.6 0.6 0.5 0.5 0.4 0.4 
09 鉄鋼 1.2 0.9 1.0 1.3 1.8 2.5 3.3 
10 非鉄金属 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 
11 金属製品 3.0 2.7 2.5 2.3 2.0 1.8 1.6 
12 一般機械 6.7 5.1 5.4 6.0 6.8 7.5 8.1 
13 電気機械 4.3 5.0 6.2 6.1 6.1 5.9 5.6 
14 輸送機械 0.3 0.3 0.3 0.5 0.7 0.9 1.3 
15 精密機械 3.5 3.2 3.7 3.9 4.4 4.7 4.9 
16 その他の製造工業製品 1.8 1.8 1.8 1.7 1.6 1.5 1.4 
17 建設 12.4 12.2 10.1 8.7 7.2 6.3 5.5 
18 電力・ガス・熱供給 2.0 2.2 2.3 2.0 1.9 1.7 1.5 
19 水道・廃棄物処理 0.7 0.7 0.6 0.7 0.8 0.8 0.9 
20 商業 10.2 11.3 11.4 11.7 12.0 12.2 12.4 
21 金融・保険 3.1 3.3 3.7 3.9 4.1 4.2 4.4 
22 不動産 5.3 6.4 7.3 7.8 7.9 7.9 7.9 
23 運輸 3.6 3.7 3.5 3.6 3.8 4.1 4.6 
24 通信・放送 1.7 1.7 2.0 2.1 2.1 2.2 2.2 
25 公務 3.5 2.5 3.6 3.7 3.6 3.1 2.4 
26 教育・研究 7.5 6.5 3.6 4.5 4.2 3.8 3.4 
27 医療・保健・社会保障・介護 3.8 4.2 5.3 5.1 5.4 5.3 4.9 
28 その他の公共サービス 0.5 0.5 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 
29 対事業所サービス 4.9 5.4 6.4 6.3 6.2 6.2 6.1 
30 対個人サービス 4.9 5.4 5.0 5.1 5.3 5.6 6.1 
31 事務用品 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 
32 分類不明 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 
市内生産額合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
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（％）
ｺｰﾄﾞ 部門名 90－95年 95－00年 00－05年 05－10年 10－15年 15－20年 90－20年
01 農林水産業 3.1 －2.6 2.4 1.3 2.3 2.1 1.4 
02 鉱業 7.6 3.6 3.1 2.1 3.1 2.9 3.7 
03 食料品 5.1 －0.4 1.4 0.1 1.0 0.6 1.3 
04 繊維製品 －1.4 －3.8 －9.6 －10.3 －9.0 －8.3 －7.1 
05 パルプ・紙・木製品 1.9 －0.1 1.0 －0.3 0.7 0.4 0.6 
06 化学製品 2.2 5.0 0.1 －1.0 －0.2 －0.6 0.9 
07 石油・石炭製品 1.7 －22.3 11.9 2.4 4.2 4.9 －0.2 
08 窯業・土石製品 0.9 －0.7 0.1 －1.4 0.1 －0.0 －0.2 
09 鉄鋼 －1.4 1.6 8.7 7.6 8.6 8.2 5.5 
10 非鉄金属 1.4 －3.6 6.9 5.8 6.6 6.2 3.8 
11 金属製品 0.5 －0.4 0.2 －1.2 －0.1 －0.4 －0.2 
12 一般機械 －2.5 1.9 4.6 3.3 4.2 3.8 2.5 
13 電気機械 5.9 5.4 2.0 0.9 1.7 1.2 2.8 
14 輸送機械 6.2 0.4 9.8 8.6 9.5 9.1 7.2 
15 精密機械 1.2 3.6 4.0 2.9 3.7 3.3 3.1 
16 その他の製造工業製品 2.7 1.2 0.9 －0.2 0.8 0.6 1.0 
17 建設 2.6 －3.0 －0.4 －3.1 －0.5 －0.5 －0.8 
18 電力・ガス・熱供給 5.6 1.0 0.3 －1.0 0.3 0.4 1.1 
19 水道・廃棄物処理 1.9 －0.6 4.2 2.2 3.7 4.1 2.6 
20 商業 5.0 1.0 3.0 1.3 2.5 2.6 2.6 
21 金融・保険 3.9 3.3 3.5 1.5 2.8 3.0 3.0 
22 不動産 6.7 3.5 3.9 1.0 2.2 2.3 3.2 
23 運輸 3.3 －0.1 3.0 1.8 3.8 4.4 2.7 
24 通信・放送 3.2 4.7 3.2 1.1 2.4 2.6 2.9 
25 公務 －3.4 7.9 3.4 －0.0 －0.9 －2.6 0.7 
26 教育・研究 －0.2 －10.1 6.9 －0.7 0.2 0.2 －0.8 
27 医療・保健・社会保障・介護 5.0 5.9 1.4 2.0 1.8 0.7 2.8 
28 その他の公共サービス 1.9 －2.7 6.9 4.1 5.5 5.7 3.5 
29 対事業所サービス 4.9 4.3 2.2 0.5 2.0 2.2 2.7 
30 対個人サービス 4.6 －0.6 3.0 1.5 3.3 4.0 2.6 
31 事務用品 2.8 0.5 2.9 1.0 2.2 2.3 1.9 
32 分類不明 4.1 －0.8 2.9 1.0 2.4 2.6 2.0 
市内生産額合計 2.9 0.8 2.5 0.8 2.2 2.2 1.9 
図表Ⅱ－３　産業別市内生産額の推移（年平均成長率）
【参考文献】
１． 山口誠、鯉江康正、石川隆司、「トップダウン連結による小地域分割手法の検討－自動車交通量対策の影響把握
のための東京都12地域分割モデル」、日本地域学会『地域学研究』、第23巻第１号、平成５年12月、pp.209-226
２． 山口誠、福地崇生、「多地域連関型地域計量経済モデルに関する調査－東京圏モデルによる４都県社会経済構造
のシミュレーション分析－」、日本計画行政学会『計画行政』、第16号、昭和61年４月、pp.69-84
３． 鯉江康正、「計量経済モデルによる新潟県経済の長期予測」、長岡大学地域研究センター『地域研究』、創刊号（通
巻11号）、2001年10月、pp.33-58
４． 鯉江康正、「長岡圏域の社会計税の将来像－一層進む外延化と過疎化－」、長岡大学地域研究センター『地域研究』、
第２号（通巻12号）、2002年10月、pp.41-51
５．『長岡市成長産業可能性調査』、長岡大学、平成21年
６．『長岡市成長産業可能性補足調査』、長岡大学、平成22年
７．新潟県総務管理部、『平成19年度　新潟県県民経済計算　平成21年度版』、平成21年12月
８．新潟県総務管理部、『平成19年度　新潟県市町村民経済計算　平成21年度版』、平成22年３月
９．閣議決定資料『新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ』、2010年６月18日
10． 国立社会保障・人口問題研究所、人口構造研究部『日本の都道府県別将来推計人口（平成19年５月推計）』、平
成19年５月
